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図５ 特定空家等の是正状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 各区の特定空家等の是正状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 特定空家等の分布 

 

 

 

 

 

 

 

累計件数 

令和 2 年 9 月末までの累計件数 

○全特定空家等  

令和 2 年 9 月末までの累計件数 

未是正 是正済 
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危険度１（保安上危険な建築物のうち、倒壊等のおそれがないもの） 

 

是正済 未是正 

○保安上危険（危険度別）  

是正済 未是正 

危険度２（保安上危険な建築物のうち、危険度１及び危険度３以外のもの） 
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※保安上危険な建築物の判定表は令和４年４月１日に改訂。 

9 ページ、10 ページに示す特定空家の分布（保安上危険（危険度別）は改訂前の判定表により

判定された危険度の分布を示す。  

是正済 未是正 

○保安上危険以外の分野（衛生上有害、景観阻害、生活環境上不適切の分野） 

 

是正済 未是正 

危険度３（保安上危険な建築物のうち、倒壊等のおそれがあり、かつ、第三者に危害を及ぼす恐れがあるもの） 
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２．空家の発生の経緯等 

（１）空家となっている戸建もしくは長屋の取得の経緯 

・大阪市内に戸建もしくは長屋の空家を所有している方を対象に令和２年に実施

した空家に関するアンケート調査によると、現在は空家となっている戸建もし

くは長屋を取得した経緯は、57.9％が購入（新築・建売・中古）で、27.0％が

相続したものとなっています。 

 

図８ 戸建もしくは長屋（現在は空家）を取得した経緯（N＝400） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）所有者が空家にしておく理由 

・令和２年空家に関するアンケート調査によると、今後５年程度の利用意向を「空

き家にしておく」と回答した所有者に対して、その理由(複数回答)を聞いたと

ころ、「物置として必要だから」が 53.6％と最も多く、次いで「他人に貸すこと

に不安があるから」・「解体費用を掛けたくないから」が 32.1％、「取り壊すと

固定資産税が高くなるから」が 28.6％の順になっています。 

 

図９ 空家にしておく理由（N＝28、複数回答） 

 

 

  

 資料：令和２年空家に関するアンケート調査（大阪市） 

21.8 15.8 20.3 27.0 1.8 13.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築した 建売住宅（新築）を購入した 中古を購入した 相続した 無償で譲渡された 不明

資料：令和２年空家に関するアンケート調査（大阪市） 

53.6
32.1
32.1

28.6
25.0
25.0

21.4
21.4

17.9
17.9
17.9
17.9

14.3
14.3

10.7
10.7
10.7

3.6

0.0 20.0 40.0 60.0

物置として必要だから

他人に貸すことに不安があるから

解体費用を掛けたくないから

取り壊すと固定資産税が高くなるから

将来、自分や親族が使うかもしれないから

特に困っていないから

労力や手間を掛けたくないから

満足できる価格で売れそうにないから

仏壇など他に保管場所がないものがあるから

古い、狭いなど住宅の質が低いから

リフォーム費用を掛けたくないから

好きな時に利用や処分が出来なくなるから

満足できる家賃が取れそうにないから

さら地にしても使い道がないから

資産として保有し続けたいから

今後相続が発生する可能性があるから

買い手・借り手が少ないから

道路付けが悪いから
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（３）管理不全の空家の状況 

・本市に通報があり空家法に基づき指導してきた特定空家等のうち、平成 28 年

度から令和元年度の４年間の年間平均是正件数は約 300 件となっています。 

・通報を受けた特定空家等のうち、平成 30 年度末時点で未是正となっている物

件の状況について調べたところ、「是正の意思表示を見せているため経過観察

中」・「修繕・売却に向けて進行中」が約半数を占める一方、「所有者等が遠方居

住により定期的な管理ができない、指導に応じない」・「相続人間等で協議が整

わない、時間を要する」などの課題があることがわかりました。 

 

図 10 平成 28年度から平成 30 年度通報分 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）空家を賃貸・売却するうえでの課題 

・令和２年空家に関するアンケート調

査によると、今後５年程度の空家の

利用意向を「賃貸する」・「売却する」

と回答した所有者に対して、空家を

賃貸・売却するうえでの課題を聞い

たところ、「相談先がわからない」が

26.8％と最も多く、次いで「リフォ

ーム費用がかかる」が 23.2％、「住

宅の広さや部屋数」・「中古戸建を買

う人・借りる人が少ない」が 20.7％、

の順になっています。 

 

 

  

図 11 空家を賃貸・売却するうえでの課題 

（N＝164、複数回答） 

資料：令和２年空家に関するアンケート調査（大阪市） 

26.8

23.2

20.7

20.7

19.5

18.3

17.1

12.8

12.8

7.9

6.1

19.5

0.0 20.0 40.0

相談先がわからない

リフォーム費用がかかる

住宅の広さや部屋数

中古戸建を買う人・借りる人が少ない

住宅が傷んでいる

設備や建具が古い

住宅の耐震性が低い

公共交通の便が悪い

地域の高齢化や人口減少

接している道路が狭い

その他

課題はない

（未是正の特定空家等 981 件中、所有者が判明した 714 件 ※複数回答） 

①是正の意思表示を見せているため経過観察中  

②修繕・売却に向けて進行中（建設業者等と協議中等）  

③所有者等が遠方居住等により定期的な管理ができな

い・指導に応じない 

④相続人間等で協議が整わない、時間を要する  

⑤危機意識の欠如  

⑥経済的理由により困難 

⑦高齢等により意思決定や判断が困難 

⑧接道不良、狭小敷地等のため売却困難  

⑨その他  
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第３ 空家等対策の基本的な方針と目標 

１．基本的な方針  

・空家等は、管理不全や増加することにより地域に影響を及ぼすことから、より地

域・住民に近い区役所を拠点として、地域や専門家団体、NPO 等の多様な主体と

連携を図りながらその対策に取り組む必要があります。 

・とりわけ特定空家等については、周辺の生活環境に悪影響を及ぼし、早急な対応

が求められていることから、区役所と関係局で連携し、空家所有者等の意識の向

上や空家法に基づく助言・指導など、特定空家等への対策に重点的に取り組む必

要があります。 

・また、空家の増加は、コミュニティの衰退やまちの魅力の低下など、地域課題の

要因ともなることから、まちづくりの一環として空家等を活用した地域の活性化

に取り組むことも重要です。 

・こうしたことから、本市では以下の３つの基本的な方針に基づき、空家等対策に

取り組みます。 

 

 

 

 

・空家等対策は、住民や地域、専門家団体等との連携や、空家所有者等の状況に

応じたきめ細やかな対応が必要であるため、ニア・イズ・ベターの視点から、

関係局と連携し、区長マネジメントの下で、より地域・住民に近い区役所が拠

点となって、多様な連携を図りながらその対策に取り組みます。 

・また、本計画の内容を踏まえ、各区役所においても区内の空家等の実態や対策

の必要性等を勘案し、空家等対策に係るアクションプラン等の策定に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

啓発・支援
・指導等

地域による取組み・
助け合い

区役所
住民

・
地域

専門家
団体

・
ＮＰＯ等

連携連携

所有者

相談等 啓発・支援等

関係局

【相談窓口】

支援

連携
・

方針１．区役所を拠点として、地域や専門家団体等と多様な連携を図り、空家等対

策に取り組みます。 

図 12 空家等対策の取組のイメージ 


